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【制度の概要】
○　住宅耐震改修特別控除 C

　個人が、自己の居住の用に供する家屋（昭和 56 年５月 31 日以前に建築された
ものに限ります。）に一定の耐震改修をした場合に、その年分の所得税額から、一
定の算式により計算した金額を控除することとされています。これを「住宅耐震
改修特別控除」といいます。
　
○　住宅特定改修特別税額控除 D1  ～ D4

　個人が、自己の居住の用に供する家屋について、一定の改修工事をした場合に
おいては、その年分の所得税額から、一定の算式により計算した金額を控除する
こととされています。これを「住宅特定改修特別税額控除」といい、一定の改修
工事とは、次の工事をいいます。
・　高齢者等居住改修工事等（バリアフリー改修工事等）
・　一般断熱改修工事等（省エネ改修工事等）
・　多世帯同居改修工事等
・　耐久性向上改修工事等

※　制度の詳細等は、国税庁ホームページ（タックスアンサー）（https://www.nta.go.jp）を
ご確認ください。

令和４年分　�住宅耐震改修特別控除・住宅特定改修
特別税額控除を受けられる方へ

税  務  署

■本説明書の目的■

本説明書は、令和４年１月１日から令和４年 12 月 31 日までの間に自己の居住
する住宅に耐震改修した方や、住宅に一定の改修工事をして令和４年１月１日か
ら令和４年 12 月 31 日までの間に自己の居住の用に供した方が、令和４年分の所
得税及び復興特別所得税の確定申告において「住宅耐震改修特別控除」又は「住
宅特定改修特別税額控除」を受ける場合の適用要件や必要な手続の概要を説明す
るものです。いずれの控除も、住宅ローンの利用がない方でも控除の適用を受け
られます。
※　令和４年 11 月１日現在の法令等に基づいて作成しています。

申告書と計算明細書は、国税庁ホームページで作成できます!！

作成コーナー

耐震C 特改D1〜 D4
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控　除　の　種　類　判　定

○次の表に従い、対象となる控除の種類を判定します。
工事の種類により、適用できる控除が異なります。どの工事に該当す
るかは建築士等が発行する『増改築等工事証明書』に記載されていま
すので、ご確認ください。

区分 該当ページ
C 住宅耐震改修をされた方 ４ページ

D1 高齢者等居住改修工事等（バリアフリー改修工事等）をされ
た方 ５ページ

D2 一般断熱改修工事等（省エネ改修工事等）をされた方 ６ページ

D3 多世帯同居改修工事等をされた方 ７ページ

D4 耐久性向上改修工事等をされた方
※　住宅耐震改修や省エネ改修工事等と併せて行う方に限ります。 ８ページ

●　「住宅耐震改修」とは、家屋に対して行う地震に対する安全性の向上を目的とした増改築、
修繕又は模様替えであって、耐震改修をした家屋が、現行の耐震基準に適合するものとして
証明された耐震改修をいいます。

●　「高齢者等居住改修工事等（バリアフリー改修工事等）」とは、高齢者等が自立した日常生
活を営むのに必要な構造及び設備の基準に適合させるための一定の改修工事をいいます。

●　「一般断熱改修工事等（省エネ改修工事等）」とは、家屋について行うエネルギーの使用の
合理化に資する一定の改修工事をいいます。

●　「多世帯同居改修工事等」とは、家屋について行う他の世帯との同居をするのに必要な設備
の数を増加させるための改修工事で①調理室を増設する工事、②浴室を増設する工事、③便
所を増設する工事又は④玄関を増設する工事のいずれかに該当する工事をいいます。
※　自己の居住の用に供する部分に調理室、浴室、便所又は玄関のうちいずれか二以上の室がそれぞれ複
数になる場合に限ります。

●　「耐久性向上改修工事等」とは、構造の腐食、腐朽及び摩損を防止し、又は維持保全を容易
にするための一定の改修工事をいいます。
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■留意事項■

・　住宅耐震改修について、住宅借入金等を利用して耐震改修を行った場合、「住
宅耐震改修特別控除 C 」と「住宅借入金等特別控除 A7  」のいずれの適
用要件も満たしている場合には、両方の適用を受けることができます。

　　ただし、要耐震改修住宅（中古住宅）の取得に係る「住宅借入金等特別控除 
A6  」の適用を受ける場合は、「住宅耐震改修特別控除 C 」の適用を受け

ることはできません。要耐震改修住宅（中古住宅）の取得に係る「住宅借入金
等特別控除 A6  」については、『令和４年分　住宅借入金等特別控除を受け
られる方へ（新築・購入用）』をご覧ください。

・　「住宅耐震改修特別控除 C 」や「住宅特定改修特別税額控除 D1 ～ D4 」
の適用を受ける場合には、次に掲げる金額の合計額（対象改修工事に係る標準
的な費用の額の合計額と 1,000 万円から当該金額（当該金額が控除対象限度額
を超える場合には、当該控除対象限度額の合計額）を控除した金額のいずれか
低い金額を限度）の５％に相当する金額も控除することができます（以下、こ
の５％に相当する金額の控除を「その他工事等特別税額控除」といいます。）。

　　対象となる金額は「増改築等工事証明書」に記載されていますので、ご確認
ください。

　①�　対象となる改修工事に係る標準的な費用の額のうち控除対象限度額を超え
る部分の額

　②�　対象となる改修工事と併せて行う増築、改築その他の一定の工事に要した
費用の額（補助金等の交付がある場合には当該補助金等の額を控除した後の
金額）の合計額

・　住宅ローンを利用してこれらの改修工事をした場合には、「住宅特定改修特
別税額控除 D1 ～ D4 」又は「その他工事等特別税額控除」に代えて、「住
宅借入金等特別控除 A7 」が受けられる場合があります。この要件や手続に
ついては、『令和４年分　住宅借入金等特別控除を受けられる方へ（住宅の増
改築用）』をご覧ください。

　　なお、「住宅借入金等特別控除 A7 」の適用を受ける場合には、「住宅特定
改修特別税額控除 D1 ～ D4 」又は「その他工事等特別税額控除」の適用
を受けることはできません。また、確定申告において選択した税額控除は、そ
の後、修正申告や更正の請求により変更することはできません。

用 語 説 明
合計所得
金額

次の①と②の合計額に、退職所得金額、山林所得金額を加算した金額をいいます。
①　事業所得、不動産所得、給与所得、総合課税の利子所得・配当所得・短期

譲渡所得及び雑所得の合計額（損益の通算後の金額）
②　総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益の通算後の金額）の 2

分の 1 の金額
☆　申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得金額（長（短）期譲渡

所得については特別控除前の金額）の合計額を加算した金額です。また、純
損失や雑損失の繰越控除など、損失の繰越控除の適用を受けている場合は、
その適用前の金額をいいます。

床面積 登記事項証明書に表示されている床面積をいいます。ただし、マンションなど
のように建物の一部を区分所有している住宅の場合は、登記事項証明書上の専
有部分の床面積をいいます。その家屋が店舗併用住宅であるなど自己の居住の
用以外の用にも供される部分がある家屋の場合やその家屋が共有である場合に
は、その家屋の全体の床面積によって判定します。

本説明書で使用する用語の説明
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○�適用要件に該当するか確認し、必要な書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1
昭和 56 年５月 31 日（建築基準法の改正により現行の耐震基準が適用さ
れる日）以前に建築された自己の居住の用に供する家屋についての耐震
改修である。

□

2 耐震改修をした家屋が、現行の耐震基準に適合するものである。 □
3 ２以上の住宅を所有していない（所有している場合は主に居住している

住宅の改修工事である。）。 □
※　確認欄のすべてにチェックが入る場合に控除を受けることができます。
　　ただし、「その他工事等特別税額控除」（３ページ）の適用を受ける場合には、確認欄のすべてに
チェックが入ることに加え、耐震改修をした家屋が自己の所有する家屋であり、かつ、本年分の合
計所得金額（３ページ）が 3,000 万円以下である必要があります。

確定申告書に添付すべき書類 確認欄

1 住宅耐震改修特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
※　明細書は国税庁ホームページに掲載しています。 □

2
次のいずれかの書類
・　地方公共団体の長が発行する『住宅耐震改修証明書』【原本】
・　建築士等が発行する『増改築等工事証明書』（住宅耐震改修であるこ

とを証明するもの）【原本】
□

3
住宅の登記事項証明書【原本】

（住宅が昭和 56 年５月 31 日以前に建築されたものであることを明らか
にする書類）
※　不動産番号の記載又は住宅の登記事項証明書【写し】の添付に代えることがで
きます。

□

4
確定申告書に記載したマイナンバー（個人番号）の本人確認書類（マイ
ナンバーカード（個人番号カード）の写しなど）
※　確定申告書を提出する際に提示によることもできます。詳しくは、国税
庁ホームページ又は『令和４年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の
手引き』をご確認ください。

□

※　確定申告書への給与所得の源泉徴収票等の添付は不要です。
　　ただし、税務署等で確定申告書を作成する場合には、源泉徴収票等や登記事項証明書を忘れずに
お持ちください。

住宅耐震改修特別控除C
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○�適用要件に該当するか確認し、必要な書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1

バリアフリー改修工事等を行う方が次の①から④のいずれかに該当する。
①　50 歳以上
②　要介護又は要支援の認定を受けている
③　所得税法上の障害者である（障害者手帳の交付を受けた場合など）
④　高齢者等（※）である親族と同居を常況としている

※　上記②若しくは③に該当する方又は 65 歳以上の方をいいます。
☆�　上記の判定は、原則として、居住した年の 12 月 31 日時点の現況によります。

□

2 本年分の合計所得金額（３ページ）が 3,000 万円以下である。 □
3 前年以前３年内に、同一の住宅についてバリアフリー改修工事等に係る住宅

特定改修特別税額控除を受けていない（一定の場合を除きます。）。 □
4 自己が所有し、自己の居住の用に供する家屋について、バリアフリー改修工

事等を行い、改修工事をした日から６か月以内に入居している。 □

5
補助金等の額を差し引いたバリアフリー改修工事等の標準的な費用の額が 50
万円を超える。
※　標準的な費用の額は『増改築等工事証明書』に記載されています。

□

6
改修工事をした後の住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（３
ページ）が 50㎡以上であり、かつ床面積の２分の１以上が専ら自己の居住用
である。

□

7 改修工事に要した費用の総額の２分の１以上が居住の用に供する部分に係る
費用である。 □

8 ２以上の住宅を所有していない（所有している場合は主に居住している住宅
の改修工事である。）。 □

※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

確定申告書に添付すべき書類 確認欄

1 住宅耐震改修特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
※　明細書は国税庁ホームページに掲載しています。 □

2
住宅の登記事項証明書【原本】
※　不動産番号の記載又は住宅の登記事項証明書【写し】の添付に代えることがで
きます。

□

3 建築士等が発行する『増改築等工事証明書』（バリアフリー改修工事等である
ことを証明するもの）【原本】 □

4
上記「適用要件１」の②又は④（要介護又は要支援の認定を受けている親族
と同居を常況としている方に限る。）に該当する場合は、要介護認定又は要支
援認定を受けている方の介護保険の被保険者証【写し】

□

5
確定申告書に記載したマイナンバー（個人番号）の本人確認書類（マイナンバー
カード（個人番号カード）の写しなど）
※　確定申告書を提出する際に提示によることもできます。詳しくは、国税庁ホー
ムページ又は『令和４年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き』をご
確認ください。

□

※　確定申告書への給与所得の源泉徴収票等の添付は不要です。
　　ただし、税務署等で確定申告書を作成する場合には、源泉徴収票等や登記事項証明書を忘れずに
お持ちください。

バリアフリー改修工事等に係る住宅特定改修特別税額
控除D1
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○�適用要件に該当するか確認し、必要な書類をご準備ください。�

適　用　要　件 確認欄

1 本年分の合計所得金額（３ページ）が 3,000 万円以下である。 □
2 前年以前３年内に、同一の住宅について、省エネ改修工事等をして、住

宅特定改修特別税額控除を受けていない。 □
3 自己が所有し、自己の居住の用に供する家屋について、省エネ改修工事

等を行い、改修工事をした日から６か月以内に入居している。 □

4
補助金等の額を差し引いた省エネ改修工事等の標準的な費用の額が 50 万円
を超える。
※　標準的な費用の額は『増改築等工事証明書』に記載されています。

□

5
改修工事をした後の住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているも
の）（３ページ）が 50㎡以上であり、かつ床面積の２分の１以上が専ら
自己の居住用である。

□

6 改修工事に要した費用の総額の２分の１以上が居住の用に供する部分に
係る費用である。 □

7 ２以上の住宅を所有していない（所有している場合は主に居住している
住宅の改修工事である。）。 □

※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

確定申告書に添付すべき書類 確認欄

1 住宅耐震改修特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
※　明細書は国税庁ホームページに掲載しています。 □

2
住宅の登記事項証明書【原本】
※　不動産番号の記載又は住宅の登記事項証明書【写し】の添付に代えることがで
きます。

□

3 建築士等が発行する『増改築等工事証明書』（省エネ改修工事等であるこ
とを証明するもの）【原本】 □

4
確定申告書に記載したマイナンバー（個人番号）の本人確認書類（マイ
ナンバーカード（個人番号カード）の写しなど）
※　確定申告書を提出する際に提示によることもできます。詳しくは、国税
庁ホームページ又は『令和４年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の
手引き』をご確認ください。

□

※　確定申告書への給与所得の源泉徴収票等の添付は不要です。
　　ただし、税務署等で確定申告書を作成する場合には、源泉徴収票等や登記事項証明書を忘れずに
お持ちください。

省エネ改修工事等に係る住宅特定改修特別税額控除D2
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○�適用要件に該当するか確認し、必要な書類をご準備ください。
適　用　要　件 確認欄

1 本年分の合計所得金額（３ページ）が 3,000 万円以下である。 □
2 前年以前３年内に、同一の住宅について多世帯同居改修工事等に係る住

宅特定改修特別税額控除を受けていない。 □
3 自己が所有し、自己の居住の用に供する家屋について、多世帯同居改修

工事等を行い、改修工事をした日から６か月以内に入居している。 □

4
補助金等の額を差し引いた多世帯同居改修工事等の標準的な費用の額が 50
万円を超える。
※　標準的な費用の額は『増改築等工事証明書』に記載されています。

□

5
改修工事をした後の住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているも
の）（３ページ）が 50㎡以上であり、かつ床面積の２分の１以上が専ら
自己の居住用である。

□

6 改修工事に要した費用の総額の２分の１以上が居住の用に供する部分に
係る費用である。 □

7 ２以上の住宅を所有していない（所有している場合は主に居住している
住宅の改修工事である。）。 □

※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

確定申告書に添付すべき書類 確認欄

1 住宅耐震改修特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
※　明細書は国税庁ホームページに掲載しています。 □

2
住宅の登記事項証明書【原本】
※　不動産番号の記載又は住宅の登記事項証明書【写し】の添付に代えることがで
きます。

□

3 建築士等が発行する『増改築等工事証明書』（多世帯同居改修工事等であ
ることを証明するもの）【原本】 □

4
確定申告書に記載したマイナンバー（個人番号）の本人確認書類（マイ
ナンバーカード（個人番号カード）の写しなど）
※　確定申告書を提出する際に提示によることもできます。詳しくは、国税
庁ホームページ又は『令和４年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の
手引き』をご確認ください。

□

※　確定申告書への給与所得の源泉徴収票等の添付は不要です。
　　ただし、税務署等で確定申告書を作成する場合には、源泉徴収票等や登記事項証明書を忘れずに
お持ちください。

多世帯同居改修工事等に係る住宅特定改修特別税額控除D3
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○�適用要件に該当するか確認し、必要な書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 本年分の合計所得金額（３ページ）が３,000 万円以下である。 □
2 補助金等の額を差し引いた標準的な費用の額が 50 万円を超える住宅耐震

改修や省エネ改修工事等と併せて行うものである。 □

3
省エネ改修工事等と併せて行うものである場合には、前年以前３年内に、
同一の住宅について省エネ改修工事等をして、住宅特定改修特別税額控
除を受けていない。

□

4 自己が所有し、自己の居住の用に供する家屋について、耐久性向上改修工事
等を行い、改修工事をした日から６か月以内に入居している。 □

5
補助金等の額を差し引いた耐久性向上改修工事等の標準的な費用の額が
50 万円を超える。
※　標準的な費用の額は『増改築等工事証明書』に記載されています。

□

6
改修工事をした後の住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているも
の）（３ページ）が 50㎡以上であり、かつ床面積の２分の１以上が専ら
自己の居住用である。

□

7 改修工事に要した費用の総額の２分の１以上が居住の用に供する部分に
係る費用である。 □

8 ２以上の住宅を所有していない（所有している場合は主に居住している
住宅の改修工事である。）。 □

※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

確定申告書に添付すべき書類 確認欄

1 住宅耐震改修特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
※　明細書は国税庁ホームページに掲載しています。 □

2
住宅の登記事項証明書【原本】
※　不動産番号の記載又は住宅の登記事項証明書【写し】の添付に代えることがで
きます。

□

3
建築士等が発行する『増改築等工事証明書』（住宅耐震改修や省エネ改修
工事等と併せて行う耐久性向上改修工事等であることを証明するもの）

【原本】
□

4
都道府県・市区町村の長期優良住宅建築等計画等の認定通知書【写し】（※）
※　計画の変更の認定があった場合には変更認定通知書の写し、認定計画実施者の
地位の承継があった場合には認定通知書及び承認通知書の写しが必要となります。

□

5
確定申告書に記載したマイナンバー（個人番号）の本人確認書類（マイ
ナンバーカード（個人番号カード）の写しなど）
※　確定申告書を提出する際に提示によることもできます。詳しくは、国税
庁ホームページ又は『令和４年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の
手引き』をご確認ください。

□

※　確定申告書への給与所得の源泉徴収票等の添付は不要です。
　　ただし、税務署等で確定申告書を作成する場合には、源泉徴収票等や登記事項証明書を忘れずにお
持ちください。

耐久性向上改修工事等に係る住宅特定改修特別税額控除D4
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（　　  年分）

（令和４年分以降用）

氏 名

 この明細書は、次のⅠ又はⅡの場合に、住宅耐震改修特別控除額又は住宅特定改修特別税額控除額を計算するために使用します。

Ⅰ 令和４年１月１日以後に住宅耐震改修をして住宅耐震改修特別控除を受ける場合 

Ⅱ 高齢者等居住改修工事等、一般断熱改修工事等、多世帯同居改修工事等又は耐久性向上改修工事等（住宅耐震改修又は一般断

熱改修工事等と併せて行うものに限る。）をした部分を令和４年１月１日以後に居住の用に供して住宅特定改修特別税額控除を

受ける場合 

Ⅰ 住宅耐震改修特別控除額の計算

Ⅱ 住宅特定改修特別税額控除額の計算 

１ 改修工事をした家屋に係る事項

２ 高齢者等居住改修工事等に係る事項 
（あなた又は同居親族の方が⑧から⑩のいずれかに該当する場合のみ書いてください。） 

         あなた又は同居親族の方について、⑧から⑩のいずれか該当する欄の右の「該当」の文字を○で囲んでください。 

年齢が 50 歳以上（同居親族の方の場合は 65 歳以上） ⑧ 該当 
同居親族の方が⑧から⑩のいずれかに該当

する場合は、その方の氏名等を書きます。 

氏名（        ） 

続柄（    ）

障害者（⑧に該当する方を除きます。） ⑨ 該当 

要介護認定又は要支援認定を受けている 
（⑧又は⑨に該当する方を除きます。） 

⑩ 該当 

高 齢 者 等 居 住 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

⑪ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ⑫ 

（ ⑪ － ⑫ ） 
※ 50 万円を超える場合に限ります。 

⑬ 

⑬と（ ⑬ × ⑦ ）の
いずれか少ない方の金額

⑭と200万円のいずれか
少ない方の金額 

（ ⑮ × 10％ ） ⑯ 
（100 円未満の端数切捨て）

円 

交付を受ける補助金等の合計額 ② 

（ ① － ② ） ③ 

① 
住 宅 耐 震 改 修 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

③と250万円のいずれか少ない方の金額 ④ 

住 宅 耐 震 改 修 特 別 控 除 額 
（ ④ × 10％ ） 

⑤ 

（100 円未満の端数切捨て）

※Ⅱ７の計算欄を併せてご確認ください。

居住開始年月日 ⑥ 　　 年 月 日  

フ リ ガ ナ 

氏 名 

あなたの共有持分
※共有の場合のみ書いてください。

⑦ ／ 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

住宅耐震改修特別控除額

住宅特定改修特別税額控除額
の計算明細書

「増改築等工事証明書」の「3(3)①ア　当該
住宅耐震改修に係る標準的な費用の額」欄の
金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)②ア  
高齢者等居住改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

共有者の氏名 ※共有の場合のみ書いてください。

申告書第一表の「税金の計算」欄の住宅耐震
改修特別控除等の「区分」欄に「１」を書き、控除
額を転記してください。
なお、 の金額や認定住宅等新築等特別税額控
除がある方は、「区分」欄に「４」を書き、合
計額を書きます。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補助
金等の合計額を書きます。 

⑭ 

⑮ 

家屋の「登記事項証明書」の不動産番号を転記
してください。

不 動 産 番 号

家屋の「登記事項証明書」の不動産番号を転記
してください。

不 動 産 番 号

※住宅耐震改修証明書の場合は、上記に準じて
転記してください。 

【計算明細書１枚目】

住宅耐震改修特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書【 D2  記載例】

①　一般断熱改修工事等（省エネ改修工事等）の標準的な費用の額� 3,000,000 円
②　①について交付を受けた補助金の金額� 200,000 円
③　①と併せて行う増築、改築その他の一定の工事に要した費用の額� 7,000,000 円
④　居住開始年月日� 令和４年８月 30 日

令和４ ３０８

国 税  太 郎令和４

１１１１１１１１１１１１１
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３ 一般断熱改修工事等に係る事項 

一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の
標 準 的 な 費 用 の 額 

⑰ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ⑱ 

（ ⑰ － ⑱ ） 
※50万円を超える場合に限ります。 

⑲ 

⑲と（ ⑲ × ⑦ ）のいずれか少ない方の金額 ⑳ 

㉑ 

（ ㉑ × 10％ ） ㉒ 
（100 円未満の端数切捨て）

４ 多世帯同居改修工事等に係る事項

多 世 帯 同 居 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㉓ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ㉔ 

（ ㉓ － ㉔ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。 

㉕ 

㉖ 

㉖と250万円の
いずれか少ない方の金額 

㉗ 

（ ㉗ × 10％ ） ㉘ 
（100 円未満の端数切捨て）

５ 耐久性向上改修工事等に係る事項 
（住宅耐震改修又は一般断熱改修工事等のいずれかと併せて行う場合）（Ⅰ、Ⅱ３及びⅡ６と重複して適用できません。） 

住 宅 耐 震 改 修 又 は 
一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㉙ 

円 

㉙ に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

㉚ 

（ ㉙ － ㉚ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。 

㉛ 

耐 久 性 向 上 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㉜ 

㉜ に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

㉝ 

（ ㉜ － ㉝ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㉞ 

（ ㉛ ＋ ㉞ ） ㉟ 

㊱ 

㊱と250万円
（一般断熱改修工事等に太陽光発電
設備設置工事を伴う場合は350万円）
のいずれか少ない方の金額 

㊲ 

（ ㊲ × 10％ ） ㊳ 
（100 円未満の端数切捨て）

「増改築等工事証明書」の「3(3)④ア 当該
多世帯同居改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)③ア 当該
一般断熱改修工事等に係る標準的な費用の
額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補助
金等の合計額を書きます。 

対象住宅耐震改修又は当該対象一般断熱改修
「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧ア 当該

工事等に係る標準的な費用の額」欄の金額を
転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧エ 当該
耐久性向上改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

㉕と（ ㉕ × ⑦ ）の
いずれか少ない方の金額 

㉟と（ ㉟ × ⑦ ）の
いずれか少ない方の金額 

⑳と25 0万円（太陽光発電設備
設置工事を伴う場合は350万円）
の い ず れ か 少 な い 方 の 金 額 

６ 耐久性向上改修工事等に係る事項 
（住宅耐震改修及び一般断熱改修工事等の両方と併せて行う場合）（Ⅰ、Ⅱ３及びⅡ５と重複して適用できません。） 

住 宅 耐 震 改 修 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㊴
円 

㊴ に 関 し 交 付 を 受 け る  
補 助 金 等 の 合 計 額  ㊵

（ ㊴ － ㊵ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。 

㊶

（ ㊷ － ㊸ ） 

（  －  ） 

（ 59 × ５％ ）

※50万円を超える場合に限ります。
㊹

（ ㊺ － ㊻ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㊼

一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㊷

㊷ に 関 し 交 付 を 受 け る  
補 助 金 等 の 合 計 額  ㊸

耐 久 性 向 上 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㊺

㊺ に 関 し 交 付 を 受 け る  
補 助 金 等 の 合 計 額  

㊻

（ ㊶ ＋ ㊹ ＋ ㊼ ）  ㊽

㊽と（ ㊽ × ⑦ ）の
いずれか少ない方の金額  

㊾

㊾と500万円
（太陽光発電設備設置工事を
伴う場合は600万円）

㊿

（ ㊿ × 10％ ） 
（100 円未満の端数切捨て）

（100 円未満の端数切捨て）

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑫ア 当該
対象住宅耐震改修に係る標準的な費用の額」
欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑫エ 当該
対象一般断熱改修工事等に係る標準的な費
用の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑫キ 当該
耐久性向上改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「３(3)⑰　⑤、⑨又
は⑬のうちいずれか多い額」欄の金額を転記し
てください。

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。

「増改築等工事証明書」の「３(3)㉑　1,000万円
から⑯を引いた残りの額（０円未満となる場合は
０円）」欄の金額を転記してください。

「増改築等工事証明書」の「３(3)⑱　⑦、⑪又
は⑮のうち⑰の金額に係る額」欄の金額を転記
してください。

「増改築等工事証明書」の「３(3)⑲ア　①、②、
③、④、⑧又は⑫の改修工事と併せて行われた
第１号工事～第６号工事に要した費用の額」欄
の金額を転記してください。

８ 住宅特定改修特別税額控除額 

7 その他の工事等に係る事項
  （Ⅰ、Ⅱの改修工事と併せて行うその他の工事がある場合及び工事限度額を超えるⅠ、Ⅱの改修工事がある場合）

住宅特定改修特別税額控除額 
（ ⑯＋㉒＋㉘＋㊳＋ ＋  ）  

円 

申告書第一表の「税金の計算」欄の住宅耐
震改修特別控除等の「区分」欄に「２」を
書き、控除額を転記してください。

⑤又は認定住宅等新築等特別税額控除額が
ある方は、「区分」欄に「４」を書き、合計額
を書きます。 

29.11

住 宅 耐 震 改 修 工 事 又 は
住 宅 特 定 改 修 工 事 に 係 る
標 準 的 な 費 用 の 額

住 宅 耐 震 改 修 工 事 又 は
住 宅 特 定 改 修 工 事 と 併 せ て
行 わ れ た 一 定 の 工 事 費 用 の 額

1,000万円から住宅耐震改修工事又は
住宅特定改修工事に係る標準的な
費用の額（工事限度額を超える場合は、
その工事限度額）を控除した額

54 に 関 し 交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 合 計 額

57と58のいずれか少ない方の金額

52 と 53 及 び 56 の 合 計 額
の い ず れ か 少 な い 方 の 金 額

住 宅 耐 震 改 修 工 事 又 は
住 宅 特 定 改 修 工 事 に 係 る
標 準 的 な 費 用 の 額 の う ち
工 事 限 度 額 を 超 え る 部 分 の 額

【計算明細書２枚目】

【計算明細書３枚目】

3 ,000 ,000

200 ,000

2 ,800 ,000

2 ,800 ,000

2 ,500 ,000

250 ,000

2 ,800 ,000

300 ,000

7 ,000 ,000

0

7 ,000 ,000

2 ,800 ,000

7 ,500 ,000

2 ,800 ,000

140 ,000

390 ,000


